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北海道大学高等教育機能開発総合センター生涯学習計画研究部准教授�＊�

エストニアの経済発展・人材育成における�
高等教育機関の役割�

―エストニアにおけるインタビュー調査を事例として―�

亀　野　　　淳＊�

�

【要旨】エストニアは急速に経済発展し，海外からも注目されているが，人手不足と高失業が並

存するなど国全体で労働力の質の二極化が進んでおり，所得格差も広がっている。この点は我が

国の最近の動向と似通っている点でもある。また，大学生に対する企業の労働力需要は大きく，

企業に就職して大学に通っている学生も多く，大学側では学業と仕事の両立について憂慮してい

る。�

　こうした状況下において，エストニアの大学ではキャリアセンターを設置し，学生への相談に

応じたり，また，同大学のプロジェクトの参画を条件に授業料の減免策を講じたりしている。同

時に，旧ソ連時代に教育を受けた中高年層に対しては，オープンユニバーシティの制度を通じて

再教育に取り組んでいる事例もみられた。�

　オープンユニバーシティの制度や卒業後のプロジェクト参画を条件にした授業料減免制度など

我が国において参考にすべき制度も数多い。また，教育面におけるキャリアセンターの役割など

も就職支援中心の我が国のキャリアセンターのあり方そのものにも大いに参考になる点である。�

【キーワード】エストニア，高等教育機関，人材育成，キャリアセンター，オープンユニバーシ

ティ�

�
１．はじめに�

　エストニアはフィンランドの南に位置し，旧ソ連から９１年に独立を回復，２００４年にＥＵに

加盟した小国である。経済規模や所得水準においてはＥＵ先進国と比較すると，劣っているも

のの，競争力や学力の国際比較においては上位にランクされており，小国ながら世界各国から

注目されている。本論文では，小国ながら順調な経済発展を続けているエストニアにおいて，

経済発展や人材育成に関して高等教育が果たしている役割，高等教育機関と企業，産業界の関

係などについて，２００４年に実施した同国におけるインタビュー調査をもとに明らかにしたい。
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図表１　主な経済指標の推移�

あわせて，これらの考察をもとに，日本との比較，日本への示唆についても言及したい。�
�

�

２．エストニアの概況�

　
エストニアは，フィンランドの南に位置し，国土面積約４.５万h（日本の約９分の１），人

口１３５万人の小国である。９１年の旧ソ連からの独立後当初は，経済活動の混乱もみられたが，

近年では，経済発展が著しい（図表１～２）。また，経済規模や国民１人あたりの所得水準に

おいてはＥＵ先進国と比較すると劣っているものの，競争力や学力の国際比較においては上位

にランクされており，小国ながら世界各国から注目されている（図表３）。�
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図表２　産業別ＧＤＰ構成比（％）�
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図表３　国際競争力，学力のランキング�
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　しかしながら，エストニアについては，９１年のソビエト連邦からの独立以来あまり日がた

っておらず，我が国においては研究が十分に進んでいない。また，最近まで同国の言語法の規

制により英語の文献が少ないなどの制約もあり，我が国においては，バルト三国の１国として

の歴史（大中（２００３），鈴木（２０００）など），ＥＵ拡大に伴う影響（小森（２００６），廣田（２００

５）など），旧ソ連からの体制移行（吉野（２００４），溝端（２００４）など）などに関する研究が

数少ない研究の中でも中心であり，特に，経済や教育の分野における研究はほとんどないのが

現状である。�

　同国は，９１年の独立以降経済は急速に発展し，２００４年には他のバルト諸国らとともにＥＵ

に加盟するなど順調に経済発展を遂げているといえる１。しかしながら，同国においては，人

材が経済成長の隘路となるおそれもある。というのは，同国は旧ソ連時代から高等教育システ

ムが整備され，そもそも高学歴社会であるが，現在の経済活動において労働力需要が高い人材

は，旧ソ連時代に高等教育を受けた中高年層ではなく，独立後に教育を受け英語を駆使できる

若年層である。また，情報通信産業の発展が著しく同国の主要産業にもなっており，コンピュ

ータ関連の技術力のある若年層に対する労働力需要も高いという側面もある２。したがって，

高等教育機関における中高年層の再教育も重要な課題である。この点はアジアの発展途上国が，

発展段階に応じて教育システムを整備し人材育成を図り，これが経済発展につながったという

成長過程とは大きく異なる点であるといえる。�

　また，バルト海を挟み経済交流も活発であり，同国の経済モデルともしているフィンランド

とは異なる面も多数あり，むしろ日本と似ている点もある。例えば，大学以外の高等教育機関

が未整備であること，大学生の年齢が２０歳前後が中心であること（図表４～５），国民が初

等中等教育に熱心であること，また，教育以外についても，少子・高齢化が進展していること

などがあげられる。�

　こうした観点から，どのような施策を講じているのか，人材育成と経済発展の関係について，

特に高等教育との関連についてみてみたい。�
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図表４　年齢別高等教育機関在籍率（％）�
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図表５　年齢別学部生及び修士課程学生数の割合�
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�
３　高等教育機関について�

３．１　現況�

　２００６年現在，同国において大学は１１校あり，うち，総合大学はＵｎｉｖｅｒｓｉｔｙ ｏｆ Ｔａｒｔｕの１校

のみで，その他１０校は単科大学である。ただし，単科大学でありながら他分野の学部を持っ

ており，実質的には総合大学といえる大学も数校ある。また，一つの大学の規模も大きいが，

修士課程の学生はまだ少ない。例えば，後述するＴａｌｌｉｎｎ Ｔｅｃｈｎｉｃａｌ Ｕｎｉｖｅｒｓｉｔｙは工学部だけ

ではなく，経済・経営学部，人文学部といった文科系学部も有しており，学生数約１万人であ

る。Ｔａｌｌｉｎｎ Ｐｅｄａｇｏｇｉｃａｌ Ｕｎｉｖｅｒｓｉｔｙも社会学部，理学部などを有しており，学生数約７千人
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図表６　エストニアの高等教育機関数�
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図表７　エストニアの大学�
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である（図表６～８）。�
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図表８　エストニアの分野別大学生数�
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　エストニアの大学生の特徴として，ほとんどの学部学生，大学院生が働いているということ

があげられる。例えば，Ｔａｌｌｉｎｎ Ｔｅｃｈｎｉｃａｌ Ｕｎｉｖｅｒｓｉｔｙでは，学部学生の約７割，修士課程の

大学院生の約９割が働いている（インタビューより）。�

　しかしながら，修士レベルでは，夜間や週末の開講も一部あるものの，学部レベルでは働い

ている学生に対する支援や特別な対応（夜間開講など）はほとんどない。�

　この点については，日本や他のヨーロッパ諸国と異なる事情が背景にある。つまり，エスト

ニアという小国において経済活動を行うためには，他の諸国との経済取引が不可欠となってい

る３が，そのためには英語の能力が必要となっている。しかし，旧ソ連時代に教育を受けた中

年層はロシア語の能力はあるものの英語の能力が低いため，英語能力が高い現役大学生に対す

る労働力需要が高くなっているという特殊事情がある。また，同国においては，情報通信産業

の発展が著しく同国の主要産業にもなっている。したがって，コンピュータ関連の技術力のあ
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る若年層に対する労働力需要も高いという側面もある。したがって，日本でいうアルバイト的

な学生は少数であり，むしろほとんど毎日働いている学生が多く，最初からフルタイムの１人

ではなく，例えば，０．７５人分という契約で週４回あるいは１日６時間という契約で働いてい

る学生も多い４。中には，会社が学生の学費を払っている場合もある。�

　したがって，大学のカリキュラム上は，企業での実習もあるが，すでに働いている学生も多

く，形骸化している場合も多い（インタビューより）。�

�

�

３．２　代表的な大学の例�

　ここでは，今回の調査で訪問した３つの大学について，インタビュー調査の結果と入手した

資料に基づきその特徴的な事項について言及することとする。�

　今回，訪問した大学は，タルトゥ大学（Ｕｎｉｖｅｒｓｉｔｙ ｏｆ Ｔａｒｔｕ）（タルトゥ市）に次いで規

模の大きいタリン工業大学（Ｔａｌｌｉｎｎ Ｔｅｃｈｎｉｃａｌ Ｕｎｉｖｅｒｓｉｔｙ）， タリン学芸大学（Ｔａｌｌｉｎｎ 

Ｐｅｄａｇｏｇｉｃａｌ Ｕｎｉｖｅｒｓｉｔｙ）という１００年近い歴史を有する２つの国立大学とエストニアン・ビ

ジネス・スクール（Ｅｓｔｏｎｉａｎ Ｂｕｓｉｎｅｓｓ Ｓｃｈｏｏｌ）というＭＢＡコースも有する比較的新しい私

立大学の計３校である。いずれも首都タリンに所在する大学である。�

　主な質問事項は，大学の概況，企業等との連携状況，在職学生への支援方策などについてで

ある。�

�

�

３．２．１　タリン学芸大学（Ｔａｌｌｉｎｎ Ｐｅｄａｇｏｇｉｃａｌ Ｕｎｉｖｅｒｓｉｔｙ）�

�

　３．２．１．１　概況�

　タリン学芸大学（Ｔａｌｌｉｎｎ Ｐｅｄａｇｏｇｉｃａｌ Ｕｎｉｖｅｒｓｉｔｙ）は１９１９年に設立され，現在エストニ

アでは３番目に大きな国立大学である。同大学は設立当初から教員の養成を主な目的としてお

り，現在もその性格を有しているが，教育学部のみならず，理学部など自然科学系の分野を有

する実質的には総合大学として発展している。学生数は１９９２年の約２，２００人から２００３年には

約７，０００人と大幅に増加している（図表９～１０）。�

　以下では，２００３年に設立された同大学のキャリアセンターにおけるインタビュー結果５を中

心に記述する。�

図表９　学生数の推移�
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図表１０　学部別学生数（２００３年末）�
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　３．２．１．２　キャリアセンターでの取組み�

　２００３年秋にキャリアセンターが設立されたが，主な業務は，学生に対する勉学上の相談が

中心となっている。具体的には，大学での勉強と仕事の両立や将来のキャリアを考える上で学

部変更をすべきかどうかといったことである。また，最近のエストニアの企業は複数の専門分

野を持っている学生に対する需要が高くなっており，複数の学士号を取得するためのアドバイ

スを得る学生も増えている。就職支援が中心業務である日本の大学のキャリアセンターとは異

なっている点である。最近，多くの大学でキャリアセンターが設置されてきたようであるが，

上記のような社会の変化に対応するための支援が必要となっているという背景があるようであ

る。�

　また，上述したように，エストニアは学部レベルでは高校卒業後すぐに大学に入ってくる学

生が多く，多くの大学生は社会経験を経ずに大学に入学をしている。この点は多くの学生が高

校卒業後に社会経験を経てから入学するフィンランドと異なり６，どちらかといえば我が国と

似ている点でもある。こうした特徴がキャリアセンターを必要としている一つの要因であると

もいえる。�

�

　３．２．１．３　修士課程について�

　エストニアの大学生の多くは，在学中から働いている者が多いが，同校においては，働いて

いる学生のために特別の支援は，修士課程では分野によっては若干あるものの学部レベルでは

ない。修士課程においては，教育学研究科では，金・土曜日に集中して講義を行っている。ま

た，通信教育を地方の教員を対象として実施している。�

　修士以上のレベルになると，在籍している企業が金銭面の支援してくれることもあるが，ご

く一部の学生のみである。しかし，現在は大学で勉強をしながら企業で仕事をするというのが

一種の流行のようになっているようである。�

　旧ソ連時代は，修士号を取得するのは困難であったが，それゆえに修士課程修了者は社会に

出ればあらゆる面でエリートとして処遇された。しかし，現在は修士課程進学者も増加してお

り，よい仕事につくための一手段になっている。したがって，現在の修士課程の学生は若い人

が中心であるが，一部旧ソ連時代の教育を受けた中年層もいる。こうした古い世代が多いのは
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図表１１　学生数の推移�
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教育学部である。�

�

　３．２．１．４　企業での実習について�

　企業などでの実習は各学部で必修となっているが，学部は４年制から３年制となり，この実

習に最もしわ寄せが来ており，１ヶ月程度と短くなっている。実習先は，原則，学部の事務組

織が中心となり提供しているが，学生自らが探す場合や，学部でリストを提供することもある。

ただし，いずれの場合でも学生自らコンタクトを取る必要がある。しかし，すでに働いている

学生が多く，毎日すでに働いているのに１ヶ月も自分の職場を抜けて別の職場で働かなければ

ならないのは何のためなのかというジレンマがあるようである。�

�

�

３．２．２　タリン工業大学（Ｔａｌｌｉｎｎ Ｔｅｃｈｎｉｃａｌ Ｕｎｉｖｅｒｓｉｔｙ）�

�

　３．２．１．１　概況�

　タリン工業大学は１９１８年に設立され，現在エストニアでは２番目に大きな国立大学である。

同大学は技術系のカレッジとして設立されたが，３６年に大学となり，現在は工業のみならず，

自然科学，社会科学の３つの分野をメインとして８学部を有する実質的には総合大学として発

展している。学生数は１９９６年の約６，３００人から２００４年には約１０，０００人と大幅に増加してい

る（図表１１～１２）。�

　同大学は，エストニアの経済発展に責任を担っているという立場で様々な改革を実施してい

るが，現在は，フィンランドの教育カリキュラムをモデルとしており，特に，ヘルシンキ工業

大学を手本としている。�

　以下では，同大学におけるインタビュー結果７を中心に記述する。�
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図表１２　学部別学生構成比（２００４年１０月１日現在）�
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　３．２．２．２　オープンユニバーシティについて�

　同大学のオープンユニバーシティは，授業料さえ払えば誰でも入学することができ，単位を

自分のペースに合わせて取得することができる。特にオープンユニバーシティで入学した学生

向けの授業を設けているわけではなく，一般学生と同じ授業を受けて単位を取得することがで

きる。大学に入学する前にこの制度を利用し単位を取得し，入学後に正規学生としての単位を

認定してもらうことも可能である。�

　また，工学部では旧ソ連時代に教育を受けたエンジニアが新しい技術を勉強するためにオー

プンユニバーシティで勉強する人もいる。エストニアでは，経験や知識だけではなく，能力を

証明しなければ昇進が困難であるという企業が増えている。したがって，彼らは勉強をしたい

というよりもむしろ単位所得あるいは卒業証書を取得することが目的のようである。�

　また，２０単位程度取得できればオープンユニバーシティから一般の学生の身分の変更も可

能である。また，所定の単位を取得できれば最終的に卒業論文を書くことが許され，したがっ

て，オープンユニバーシティだけで学士の学位を所得することも可能である。�

　同大学がモデルとしているフィンランドにおいても，オープンユニバーシティが存在するが，

フィンランドのオープンユニバーシティは原則として正規の学生とは別個にカリキュラムが構

成されており，同大学の制度とは大きく異なっている８。むしろ，日本の大学の科目等履修生

の制度に似ているが，日本の場合は科目等履修生として単位を集めたとしてもこれらで学位を

取得することは不可能である。�

　ただし，オープンユニバーシティは１９９１年に設立したが，現時点では大学の中ではあまり

重点は置かれていないのでもっと力を入れる必要があると考えている。�

�

　３．２．２．３　在職学生への支援について�

　現在は学生の約３分の２が働いている。しかし，働いている学生も多いので標準年数で卒業

できる学生が少なくなっている。大学としては「できれば学生に働いてほしくない。しっかり

勉強をして決まられた年数で卒業してほしい」と思っているそうである。�

　働いている学生に対する支援は学部により異なる。例えば，工学部は通信教育を始め，経済

学部は夜間に授業を行ったり，集中講義を増やしたりしている。�
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　３．２．２．４　企業での実習について�

　企業での実習も制度化されているが，学生は自分で実習先を探している。しかし，大学と企

業で何か提携を結び組織的に実施し，大学での勉強と関連ある内容をきちんと実習すべきであ

ると考えている。現在は６週間程度であるが少なすぎると思っている。旧ソ連時代は同じよう

な制度があったが，当時は１０００人以上の大企業も多く，こうした企業での実習が多く，また，

ロシアに実習のため学生を送り込んでいたこともあった。現在は，大企業がなくなり小さな企

業ばかりなので組織的に対応することが困難となり，受け入れ側の企業の体制も不十分である

という問題意識を持っている。�

�

�

３．２．３　エストニアン・ビジネス・スクール（Ｅｓｔｏｎｉａｎ Ｂｕｓｉｎｅｓｓ Ｓｃｈｏｏｌ）�

�

　３．２．３．１　概況�

　エストニアン・ビジネス・スクールは１９８８年に創設されたビジネス系の私立大学である。

当初は修士課程，いわゆるＭＢＡコースのみの大学であったが，９０年代初めに学部を，９５年

に博士課程を設立している。�

　同大学は，現在は，修士課程は２年（学部３年）であるが，以前は学部４年，修士１年であ

った。教員は，ビジネスマン出身者や現役ビジネスマンといったいわゆる実務家教員が中心で

ある。�

　以下では，ＭＢＡコースを中心にインタビュー調査９をもとに記述する。�

�

　３．２．３．２　院生について�

　ＭＢＡコースの院生は在職者が多いが，学部から直接入学する院生も増加している。年齢層

は２５～３５歳が中心であり，最近，他のヨーロッパ諸国に比べると学費が安いことから中国か

らの留学生も多くなっている。会社の役職者（ただし，年齢は若い）が多く，時間を自分でコ

ントロールできる層が中心である。�

�

　３．２．３．３　学費とその支援策について�

　学費は半年で約３万クローン（２５万円）と同国の所得水準や物価水準からみると非常に高

い（学部は２万クローン（約１７万円））。しかし，優秀な学生は学費を免除されていたり，奨

学金もある。また，企業のプロジェクトを担当し，そこから資金を提供してもらっているケー

スも多い。あるいは，例えば，卒業してから３年間同大学でマーケットリサーチやカリキュラ

ム改革などについて従事するという契約で授業料減免もあるそうである。�

�

　３．２．３．４　授業の特徴について�

　学部では２～３ヶ月程度の企業での実習があり，その企業に就職することも多い。しかし，

修士課程ではすでに働いている学生が中心であることから企業での実習は実施されていない。�

ＭＢＡコースは金曜日の午後及び週末に授業を行っている。自分で時間をコントロールできる

層が来ているので金曜日の午後に授業を行うことは可能である。�

　講義のほとんどは英語とエストニア語で行われている。�



１２�

　実社会のニーズは主に学生を通して把握し，カリキュラムの改定などにも学生を参加させて

いる。また，ビジネス界のリーダーなど学外の有識者の意見を聞きながら意思決定を行っている。�

�

�
４．まとめ�

　
エストニアは急速に経済発展し，海外からも注目されているが，人手不足と高失業が並存す

るなど国全体で労働力の質の二極化が進んでおり，所得格差も広がっている１０。この点は我が

国の最近の動向と似通っている点でもある。また，大学生に対する企業の労働力需要は大きく，

企業に就職して大学に通っている学生も多く，大学側では学業と仕事の両立について憂慮して

いる。�

　こうした状況下において，エストニアの大学ではキャリアセンターを設置し，学生への相談

に応じたり，また，同大学のプロジェクトの参画を条件に授業料の減免策を講じたりしている。�

　同時に，旧ソ連時代に教育を受けた中高年層に対しては，オープンユニバーシティの制度を

通じて再教育に取り組んでいる事例もみられた。�

　オープンユニバーシティの制度や卒業後のプロジェクト参画を条件にした授業料減免制度な

ど我が国において参考にすべき制度も数多い。また，教育面におけるキャリアセンターの役割

なども就職支援中心の我が国のキャリアセンターのあり方そのものにも大いに参考になる点で

ある。もちろん，経済状況や就職環境等大きく異なる点もあるので，今後はこうした点も含め

さらなる調査研究を進める必要がある。�

�

�
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独立後の経済発展については，Ｐｉｅｃｈ ａｎｄ Ｒａｄｏｓｅｖｉｃ（２００６），Ｍｅｒｉｋｕ
..
ｌｌ（２００４）などに詳しい�

エストニアは世界で初めて電子政府を導入した。また，Ｓｋｙｐｅを同国が開発したことも有名である。また，
オンライン納税や電子投票なども導入され，ｅパーキング，ｅバンキングなども広く利用されている。情
報通信産業の発展については，Ｈｏ

..
ｇｓｅｌｉｕｓ（２００５）に詳しい。�

エストニアは，独立以来，一貫して民主化・市場経済化に向けた諸改革を推進している。特に北欧系資本
の投資が盛んで，流通，金融・保険分野では外国資本が市場を占有している。エストニアの海外直接投資
の状況，影響については，Ｖａｒｂｌａｎｅ（２００１）などが詳しい。また，ロシアに大きく依存していた貿易は
独立後ロシアに依存する割合を減らし，２００４年には，輸出の約８０％，輸入の約６５％をＥＵ諸国が占めて
いる。最大貿易相手国はフィンランドである。�
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開業による雇用創出も大きく，こうした動きが若年層の労働力需要の拡大につながっている面もあろう。
開業による雇用創出の影響については，Ｗｏｒｌｄ Ｂａｎｋ（２００５ａ）などに詳しい。�
Ｃａｒｅｅｒ ａｎｄ Ｃｏｕｎｓｅｌｌｉｎｇ ＣｅｎｔｒｅのＫｒｉｓｔｅｌ Ｌａｕｒ氏及びＭａｒｉａｎｎ Ｍａ

..
ｒｔｓｉｎａ氏へのインタビュー�

亀野（２００６）参照�
Ｖｉｃｅ－Ｒｅｃｔｏｒ ｆｏｒ Ａｃａｄｅｍｉｃ ＡｆｆａｉｒｓのＪａｋｏｂ Ｋｕ..ｂａｒｓｅｐｐ氏，Ｉｎ－Ｓｅｒｖｉｃｅ Ｔｒａｉｎｉｎｇ Ｏｆｆｉｃｅｒ Ｏｐｅｎ Ｕｎｉｖｅｒｓｉｔｙ
のＫａｔｒｉｎ Ｔｏ̃ｅｍｅｔｓ氏らへのインタビュー�
ヘルシンキ大学のオープンユニバーシティの事例は亀野（２００６）など参照�
ＭＢＡ， Ｌｅａｒｎｅｄ Ｓｅｃｒｅｔａｒｙ Ｄｉｒｅｃｔｏｒ ｏｆ Ｃｅｎｔｒｅ ｆｏｒ Ｅｔｈｉｃｓ Ｅｄｉｔｏｒ ｉｎ Ｃｈｉｅｆ， ＥＢＳ ＲｅｖｉｅｗのＭａｒｉ Ｋｏｏｓｋｏｒａ
氏へのインタビュー�
所得格差や不平等は急速な経済発展と経済自由化の弊害として同国や国際機関でも問題視されている。
Ｗｏｒｌｄ Ｂａｎｋ（２００５ｂ），Ｐａｕｌｕｓ（２００４）など参照�
�
�
�
�
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